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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　圧電トランスおよび前記圧電トランスを駆動するスイッチング素子を実装する回路基板
において、
　前記圧電トランスの前記回路基板への実装位置を、前記スイッチング素子および前記ス
イッチング素子に接続される全ての回路素子の前記回路基板への実装位置よりも、前記回
路基板に回路素子を自動実装する際の半田槽に対する前記回路基板の流し方向での後方の
位置としたことを特徴とする回路基板。
【請求項２】
　請求項１に記載の回路基板において、
　前記スイッチング素子を基板実装時に保護するための回路素子を有することを特徴とす
る回路基板。
【請求項３】
　請求項２に記載の回路基板において、
　前記スイッチング素子は電界効果トランジスタであって、前記スイッチング素子を保護
するための回路素子は、前記電界効果トランジスタの端子間に接続されるツェナーダイオ
ードであることを特徴とする回路基板。
【請求項４】
　請求項２に記載の回路基板において、
　前記スイッチング素子はバイポーラトランジスタであって、前記スイッチング素子を保
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護するための回路素子は、前記バイポーラトランジスタの端子間に接続されるツェナーダ
イオードであることを特徴とする回路基板。
【請求項５】
　圧電トランスと、前記圧電トランスを駆動するスイッチング素子と、前記圧電トランス
および前記スイッチング素子を実装する回路基板を有する高圧電源装置において、
　前記圧電トランスの前記回路基板への実装位置を、前記スイッチング素子および前記ス
イッチング素子に接続される全ての回路素子の前記回路基板への実装位置よりも、前記回
路基板に回路素子を自動実装する際の半田槽に対する前記回路基板の流し方向での後方の
位置としたことを特徴とする高圧電源装置。
【請求項６】
　請求項５に記載の高圧電源装置を有する画像形成装置において、
　記録材に画像を転写するための転写部材を備え、
　記録材に画像を転写するために、前記高圧電源装置から前記転写部材に電圧が供給され
ることを特徴とする画像形成装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真プロセスを用いた複写機、レーザプリンタ等の画像形成装置に好適
な圧電トランス式高圧電源装置に関し、特にその実装に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来から知られている電子写真方式の画像形成装置において、感光体に記録紙を当接さ
せて転写を行う直接転写方式を採る場合、転写部材には金属の軸にローラ状の導電性ゴム
を巻きつけた転写ローラを用い、感光体のプロセススピードに合わせ回転駆動させている
。そして、転写部材に印加する電圧として直流バイアス電圧を用いており、転写ローラを
用いて良好な転写を行うために、通常１０μＡ程度の電流を印加している。
【０００３】
　前述したような画像形成に必要とされる高電圧を生成するために、従来は巻線式の電磁
トランスを使用していた。しかし、電磁トランスは、銅線，ボビン，磁芯で構成されてお
り、前述のような仕様の画像形成装置に用いる場合は、出力電流値が１０μＡ程度という
微小な電流のために、各部に於いて漏れ電流を最大限少なくしなければならなかった。そ
のため、トランスの巻線をモールド等により絶縁する必要が有り、しかも供給電力に比較
して大きなトランスを必要としたため、高圧電源装置の小型化・軽量化の妨げとなってい
た。
【０００４】
　そこで、これらの問題を解決するために、薄型で軽量の高出力の圧電トランスを用いて
高電圧を発生させることが提案されている（特許文献１）。すなわち、セラミックを素材
とした圧電トランスを用いることにより、電磁トランス以上の効率で高電圧を生成するこ
とが可能となり、しかも、一次側と二次側の電極間の距離を離すことが可能となる。そし
て、特別に絶縁のためにモールド加工する必要がなく、高圧発生装置を小型・軽量にでき
るという優れた特性が得られている。
【０００５】
　次に、図６により、圧電トランス式高圧電源装置の動作について説明する。
まず、オペアンプ１０９の反転入力端子（－端子）に抵抗１１４を介して不図示のコント
ローラから出力されたアナログ信号である高圧出力制御信号（以降Ｖｃｏｎｔという）が
入力される。一方、オペアンプ１０９の非反転入力端子（＋端子）には出力電圧（以降Ｖ
ｏｕｔという）を抵抗１０５、１０６、１０７によって分圧した電圧が、保護用抵抗１０
８を介して入力される。オペアンプ１０９は反転入力端子（－端子）に入力されるＶｃｏ
ｎｔの電圧値と、Ｖｏｕｔを抵抗１０５、１０６、１０７によって分圧した分圧電圧が同
じになるように出力端子から電圧を出力する。オペアンプ１０９の出力端子は電圧制御発
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振器（ＶＣＯ）１１０に接続される。電圧制御発振器（ＶＣＯ）１１０はオペアンプ１０
９の出力電圧に応じた周波数でトランジスタ１１１をスイッチングさせ圧電トランス１０
１の一次側に電力を供給する。圧電トランス１０１は一次側に供給された駆動周波数に応
じて振動し、２次側に圧電トランス１０１のサイズに応じた昇圧比で増幅した交流電圧を
発生させる。発生した交流電圧はダイオード１０２、１０３及び高圧コンデンサ１０４に
よって正電圧に整流平滑され負荷である転写ローラ（不図示）に供給される。
【０００６】
　図７は、高圧出力制御信号（Ｖｃｏｎｔ）と出力電圧（Ｖｏｕｔ）の関係を示す図であ
る。前述したようにオペアンプ１０９はＶｃｏｎｔとＶｏｕｔの分圧電圧とが同じになる
ように動作するため、図示のようにＶｃｏｎｔを変化させることにより、Ｖｏｕｔを制御
することが可能となる。
【０００７】
　次に、図８に所定の負荷に電圧を供給する場合の圧電トランス１０１の駆動周波数と出
力電圧の関係を示す。一般に圧電トランスの特性は、同図に示すように共振周波数ｆ０に
おいて出力電圧が最大となるような裾広がりな形状をしている。ｆＬは電圧制御発振器（
ＶＣＯ）１１０で動作可能な最低周波数、ｆＨは電圧制御発振器（ＶＣＯ）１１０で動作
可能な最高周波数である。通常は、最高周波数ｆＨと共振周波数ｆ０との間（図８に記載
の通常動作範囲）で駆動周波数を変化させることにより圧電トランスの出力電圧を制御し
ている。
【特許文献１】特開平１１－２０６１１３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、前述の圧電トランス式高圧電源装置では、次のような問題がある。
すなわち、圧電トランス式高圧電源装置の基板自動実装時、焦電効果によって端子間に電
圧が発生し、圧電トランスを駆動するスイッチング素子の耐圧を超えてスイッチング素子
を破壊してしまうという問題がある。
【０００９】
　この問題に対処するため、従来の圧電トランス式高圧電源装置では、基板実装時に圧電
トランス以外の部品を自動実装し、その後に圧電トランスについて人手による半田付けを
行っていた。しかし、圧電トランス式高圧電源装置に用いる圧電トランスは個数も多く、
人手による半田付けの工程は時間を要するのに加えて実装ミスが原理的に発生するため、
歩留まりおよび生産性の向上に限界があるという問題がある。
【００１０】
　本発明は、このような状況のもとでなされたもので、圧電トランスの実装方向の如何に
よらず、スイッチング素子の破壊を防止することを課題とするものである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　前記課題を解決するため、本発明は、以下の構成を備える。
【００１２】
　（１）圧電トランスおよび前記圧電トランスを駆動するスイッチング素子を実装する回
路基板において、前記圧電トランスの前記回路基板への実装位置を、前記スイッチング素
子および前記スイッチング素子に接続される全ての回路素子の前記回路基板への実装位置
よりも、前記回路基板に回路素子を自動実装する際の半田槽に対する前記回路基板の流し
方向での後方の位置としたことを特徴とする回路基板。
　（２）圧電トランスと、前記圧電トランスを駆動するスイッチング素子と、前記圧電ト
ランスおよび前記スイッチング素子を実装する回路基板を有する高圧電源装置において、
前記圧電トランスの前記回路基板への実装位置を、前記スイッチング素子および前記スイ
ッチング素子に接続される全ての回路素子の前記回路基板への実装位置よりも、前記回路
基板に回路素子を自動実装する際の半田槽に対する前記回路基板の流し方向での後方の位
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置としたことを特徴とする高圧電源装置。
　（３）前記（２）に記載の高圧電源装置を有する画像形成装置において、記録材に画像
を転写するための転写部材を備え、記録材に画像を転写するために、前記高圧電源装置か
ら前記転写部材に電圧が供給されることを特徴とする画像形成装置。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、基板の自動実装時に発生する圧電トランスの焦電効果による分極電荷
の放電によりスイッチング素子が破壊されることを防ぐことができる。これにより手半田
工程を介さないことで人為的実装ミスを防ぐとともに、基板実装に要する工程を短縮し、
歩留まりおよび生産性を向上させることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　以下、本発明を実施するための最良の形態を、実施例により詳しく説明する。本発明は
、装置の形にかぎらず、実施例の説明に裏付けられて方法の形で実施することもできる。
【実施例１】
【００１７】
　図２は、実施例１である“カラーレーザプリンタ”の概略構成を示す断面図である。
図２において、４０１はカラーレーザプリンタ、４０２は記録紙３２を収納するデッキ、
４０３はデッキ４０２内の記録紙３２の有無を検知するデッキ紙有無センサ、４０４はデ
ッキ４０２から記録紙３２を繰り出すピックアップローラである。４０５は前記ピックア
ップローラ４０４によって繰り出された記録紙３２を搬送するデッキ給紙ローラ、４０６
は前記デッキ給紙ローラ４０５と対をなし記録紙３２の重送を防止するためのリタードロ
ーラである。そして、デッキ給紙ローラ４０５の下流には記録紙３２を同期搬送するレジ
ストローラ対４０７、前記レジストローラ対４０７への記録紙３２の搬送状態を検知する
レジ前センサ４０８が配設されている。
【００１８】
　またレジストローラ対４０７の下流には、静電吸着搬送転写ベルト（以下ＥＴＢという
）４０が配設されている。そして、前記ＥＴＢ４０上には後述する４色（イエローＹ、マ
ゼンタＭ、シアンＣ、ブラックＢＫ）分のプロセスカートリッジ４１０Ｙ、４１０Ｍ、４
１０Ｃ、４１０ＢＫと、スキャナユニット４２０Ｙ、４２０Ｍ、４２０Ｃ、４２０ＢＫか
らなる画像形成部が配設されている。そして、この画像形成部によって形成された画像が
、転写ローラ４３０Ｙ、４３０Ｍ、４３０Ｃ、４３０ＢＫによって順次重ね合わされてゆ
くことによりカラー画像が形成される。
【００１９】
　形成されたカラー画像は、記録紙３２上に転写され、記録紙３２は下流に搬送される。
下流には記録紙３２上に転写されたトナー像を熱定着するために内部に加熱用のヒータ４
３２を備えた定着ローラ４３３と加圧ローラ４３４対、定着ローラ４３３からの記録紙３
２を搬送するための、定着排紙ローラ対４３５、定着部からの搬送状態を検知する定着排
紙センサ４３６が配設されている。
【００２０】
　また、前記各スキャナユニット４２０は、後述するビデオコントローラ４４０から送出
される各画像信号に基づいて変調されたレーザ光を発光するレーザユニット４２１、各レ
ーザユニット４２１からのレーザ光を各感光ドラム３０５上に走査するためのポリゴンミ
ラー４２２とスキャナモータ４２３、結像レンズ群４２４より構成されている。そして、
前記各プロセスカートリッジ４１０には公知の電子写真プロセスに必要な感光ドラム３０
５、帯電ローラ３０３と現像ローラ３０２、トナー格納容器４１１を備えており、レーザ
プリンタ４０１本体に対して着脱可能に構成されている。さらに、前記ビデオコントロー
ラ４４０は、パーソナルコンピュータ等の外部装置４４１から送出される画像データを受
け取るとこの画像データをビットマップデータに展開し、画像形成用の画像信号を生成す
る。
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【００２１】
　また、２０１はレーザプリンタ４０１の制御部であるＤＣコントローラであり、ＲＡＭ
２０７ａ、ＲＯＭ２０７ｂ、タイマ２０７ｃ、デジタル入出力ポート２０７ｄ、Ｄ／Ａポ
ート２０７ｅを備えたＭＰＵ（マイクロコンピュータ）２０７、及び各種入出力制御回路
（不図示）等で構成されている。また、２０２は高圧電源（圧電トランス式高圧電源装置
）であり、各プロセスカートリッジ４１０に対応した帯電高圧電源（不図示）と、現像高
圧電源（不図示）と、各転写ローラ４３０に対応した高圧を出力可能な圧電トランスを使
用した転写高圧電源とで構成されている。
【００２２】
　なお、画像形成装置の説明を、タンデム方式のカラー画像形成装置を例に説明した。し
かしながら、高圧バイアスを用いた画像形成装置であれば本発明の適用範囲である。
【００２３】
　次に、本実施例の要部である圧電トランスおよび駆動回路素子の実装位置関係、ならび
に回路構成について説明する。
【００２４】
　図６に示す圧電トランス式高圧電源装置の回路を実装する基板では、圧電トランスの実
装方向ならびに駆動回路素子との位置関係は規定されていない。この場合、基板の自動実
装工程において、一次噴流近辺で圧電トランスの焦電効果による分極電荷が、基板回路を
介して放電される。図３右に示すように、半田流し方向に対して平行に圧電トランスの長
手方向が配置されていると、一次側端子である１ピンおよび２ピンと二次側端子である３
ピン間で半田ＤＩＰされる時間差が大きくなり、基板回路を介しての放電となる。
【００２５】
　一方、図３左に示すように、半田流し方向に対して垂直に圧電トランスの長手方向を配
置することにより、圧電トランスの全ての端子がほぼ同時に半田付けされることになり、
圧電トランス→半田ＤＩＰ層→圧電トランスという短い経路で放電が起こる。これにより
電荷の移動が完了する可能性が高くなるものの、これを生産工程において確実に管理する
ことは不可能である。
【００２６】
　また、図１左に示すように、圧電トランスが半田ＤＩＰ層に入って焦電効果による放電
が起こるときにスイッチング素子が未半田の状態であると、半田ＤＩＰ層に放電した場合
の二次放電等を受けてスイッチング素子が破壊に至る可能性がある。
【００２７】
　このため、図１右に示すように、圧電トランスからの放電が発生する時点ですでにスイ
ッチング素子ならびにこれに接続される全ての回路素子が半田付けされている状態になる
配置とすることで、放電された電荷の経路を確保することができる。
【００２８】
　さらに、図４に示すように、スイッチング素子と並列に、本実施例ではバイポーラトラ
ンジスタのエミッタ－コレクタ間へ双方向にツェナーダイオードを挿入することで、スイ
ッチング素子への過電圧印加防止と放電電荷の経路を確保することができる。また、バイ
ポーラトランジスタの代わりに電界効果トランジスタを用いる場合もツェナーダイオード
を挿入することで同様の効果を奏することができる。
【００２９】
　以上説明したように、本実施例によれば、圧電トランスの実装方向の如何によらず、基
板の自動実装時に発生する圧電トランスの焦電効果による分極電荷の放電が原因となって
スイッチング素子が破壊されることを防ぐことが可能となる。
【実施例２】
【００３０】
　図５は、実施例２である“カラーレーザプリンタ”で用いる圧電トランス短絡用の導電
性治工具の構成を示す模式図である。本実施例の全体構成は実施例１と同様なので、その
説明を援用し、ここでの説明を省略する。
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【００３１】
　本実施例では、基板を半田ＤＩＰする際に、導電性材料から成る、基板の押さえ治工具
を用いる。この押さえ治工具は、図５に示すように、圧電トランスの全ての端子位置で鉛
直方向に枝分かれしており、その先端で圧電トランスの端子を押し当て電気的に短絡する
形状、材質を有する。こうした形状、材質の治工具を基板上にセットすることで、圧電ト
ランスの全ての端子が短絡された状態で半田槽を流すことができる。これにより、圧電ト
ランスの焦電効果による分極電荷の放電が圧電トランス→導電性治工具→圧電トランスと
いう短い経路で完結するため、基板上の回路に影響を与えてスイッチング素子が破壊する
のを防ぐことが可能となる。
【実施例３】
【００３２】
　実施例３である“カラーレーザプリンタ”について説明する。本実施例の全体構成は実
施例１と同様なので、その説明を援用し、ここでの説明を省略する。
【００３３】
　本実施例では、圧電トランス式高圧電源の回路において、圧電トランスの全ての端子を
短絡するジャンパ線を基板流し方向に対して圧電トランスよりも前方に配置する。このジ
ャンパ線は、圧電トランスの端子が半田ＤＩＰされる時点では既に半田付けされており、
圧電トランスの全ての端子を短絡する回路を形成している。このため、圧電トランスの焦
電効果による分極電荷の放電が圧電トランス→ジャンパ線→圧電トランスという短い経路
で完結するため、基板上の回路に影響を与えてスイッチング素子が破壊するのを防ぐこと
が可能となる。なお、ジャンパ線の実装により、圧電トランスは機能しない状態となって
いるものの、基板の実装完了後に当該のジャンパ線を切断するという簡単な工程を追加す
ることで、基板回路は本来の機能を有する状態に復帰する。
【図面の簡単な説明】
【００３４】
【図１】実施例１における圧電トランスとスイッチング素子の実装位置関係と、従来例に
おける実装位置関係を比較して示す模式図
【図２】実施例１の画像形成装置の概略構成を示す断面図
【図３】圧電トランスの実装方向を示す図
【図４】実施例１の変形で用いる、スイッチング素子の保護用素子を有する圧電トランス
式高圧電源の回路図
【図５】実施例２で用いられる圧電トランス短絡用の導電性治工具の構成を示す模式図
【図６】圧電トランス式高圧電源の回路図
【図７】高圧出力制御信号（Ｖｃｏｎｔ）と出力電圧（Ｖｏｕｔ）の関係を示す図
【図８】圧電トランスにおける、駆動周波数に対する出力電圧の特性を表す図
【符号の説明】
【００３５】
１０１　圧電トランス
１１１　トランジスタ
２０２　高圧電源（圧電トランス式高圧電源装置）
４０１　カラーレーザプリンタ
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